
長 岡 市

令和７年度（１月）

予 算 書

予算に関する説明書

議案第１号

令和７年度長岡市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条

２

「第１表　歳入歳出予算補正」による。

は、「第３表　債務負担行為」による。

令和８年１月20日提出

長岡市長    磯　田　達　伸

第３条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用すること

ができる経費は、「第２表　繰越明許費」による。

（債務負担行為）

令和７年度長岡市一般会計補正予算（第７号）

それぞれ150,211,952千円とする。

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ64,200千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

（繰越明許費）
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第１表  歳入歳出予算補正

歳　　入

20 繰 越 金 1,462,910

１ 繰 越 金 1,462,910

150,147,752

歳　　出

２ 総 務 費 22,548,379

１ 総 務 管 理 費 20,306,108

150,147,752

第２表　繰　越　明　許　費
　

第３表　債　務　負　担　行　為

（単位　千円）

歳　　　　出　　　　合　　　　計

歳　　　　入　　　　合　　　　計

款 項 補　正　前　の　額

款 項 補　正　前　の　額

総 務 管 理 費
物 価 高 騰 対 応 ・ 暮 ら し と
地 域 の 応 援 商 品 券 事 業 費
（ 総 合 経 済 対 策 分 ）

款 項 　事　　業　　名

2 総 務 費 1

事 項 期 間 限 度 額

物価高騰対応・暮らしと地域の応援商品券事
業費（総合経済対策分）

令和７年度から
令和８年度まで

2,790,000
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64,200 1,527,110

64,200 1,527,110

64,200 150,211,952

64,200 22,612,579

64,200 20,370,308

64,200 150,211,952

（単位　千円）

補　　　正　　　額 計

（単位　千円）

補　　　正　　　額 計

（単位　千円）

64,200

     金　　　　額
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１　総　　括

（歳　入）

20 1,462,910

150,147,752

（歳　出）

２ 総 務 費 22,548,379 64,200 22,612,579

150,147,752 64,200 150,211,952

歳　入　歳　出　補　正　予　算

繰 越 金

款 補 正 前 の 予 算 額

歳　出　合　計

款

歳　  　入　  　合  　　計

計補 正 予 算 額補正前の予算額
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64,200 1,527,110

64,200 150,211,952

国 ・ 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

64,200

64,200

計

事　項　別　明　細　書

（単位　千円）

補　　正　　予　　算　　額

一 般 財 源

（単位　千円）

補   正   予   算   額   の   財   源   内   訳

特 定 財 源
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２　歳　　入

３　歳　　出

   ２款　総　務　費

　　１項　総務管理費

　 20款　繰　越　金

　　　 １項　繰　越　金

１ 繰 越 金 1,462,910 64,200 1,527,110

1,462,910 64,200 1,527,110

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

計

国･県支出金 地 方 債 そ の 他

20,306,108 64,200 20,370,308 64,200

目 補 正 前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源
一 般 財 源

17 諸 費 1,969,157 64,200 2,033,357 64,200

計

- 6 -

（単位　千円）

（単位　千円）

金　　　額

１ 繰 越 金 64,200 令和６年度繰越金

節
説　　　　　　　　　明

区　　　　分

3 3,400

10 500 １　商品券作成等委託料 60,000

11 300 ３　一般経費 800

12 60,000

節

説　　　　　　　　　明
区　　　　分 金　　　額

職 員 手 当 等 物価高騰対応・暮らしと地域の応援商品券事業費（総

合経済対策分）

２　時間外勤務手当 3,400

役 務 費

需 用 費

委 託 料
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期 間 金 額

物価高騰対応・暮らしと地域の応援商品
券事業費（総合経済対策分）

2,790,000千円

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 み ） 額

令和７年度から
令和８年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたる

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度
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（単位　千円）

期 間 金 額 国・県支出金 地 方 債 そ の 他

令和７年度から
令和８年度まで

2,790,000 2,603,869 186,131

当該年度以降支出予定額
左 の 財 源 内 訳

ものについての前年度末までの支出額

以降の支出予定額等に関する調書

特 定 財 源

一 般 財 源
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